
 （ 1 ） 平成 22 年９月 30 日 岐  阜  県  公  報 号 外 (1) 

 

 

 
 
 
 
 

岐 

阜 

県 

公 

報 
 

号 

外 
 

毎
週 

 
 
 
 
 
 
 

発
行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平
成
二
十
二
年
九
月
三
十
日 

火
曜
日 

金
曜
日 

(
 

)
 

休
日
に
当
た
る 

と
き
は
翌
日 

(
 

)
 

       
 
 
 
 

目 
 
 
 
 

次 
 
 
 
 
 
 

○
岐
阜
県
の
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
人 

 

事 
 

課
） 
 

一 
            

  

号 

外 

㈠ 
 

平 

成
二
十
二
年 

九 

月 

三 

十 

日 
 
 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
         

 
ペ
ー
ジ 

 
岐
阜
県
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
（
平
成
17
年
岐
阜
県
条
例
第
８
号
）
第

６
条
の
規
定
に
よ
り
、
岐
阜
県
の
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
に
つ
い
て
、
次
の
よ
う
に
公
表
す
る
。

 

 
 
平
成
22
年
９
月
30
日
 

岐
阜
県
知
事
 
古
 
 
田
 
 
 
 
 
肇
 
 

 



 号 外 (1)  岐  阜  県  公  報  平成 22 年９月 30 日  （ 2 ） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

一 人事行政の運営の状況 

 
１ 任用の状況 

(１) 採用の状況 

平成２１年度に「各任命権者において人事委員会へ採用試験実施を依頼した職種」及び「各任命

権者において選考を実施した職種（例：任期付職員、看護師、獣医師等）」についての採用状況です。

（ただし、採用者数については、人事交流等により、合格後他の任命権者に配属された者も、試験

実施依頼または選考を実施した任命権者欄に記載しています。）  
    
任命権者 試験・区分名 職種・科目等 受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数 

知 事 大学卒程度 行政 ３２９ １８ １１ 

行政（福祉） ２０ ２ ２ 

農学 １８ １ １ 

森林科学 １３ ２ １ 

土木 ２３ ４ ４ 

建築   １４ ２ ２ 

農業土木 ６ ０ ０ 

電気 １１ １ １ 

 

機械 ９ １ ０ 

資格免許職 薬剤師  ９ ５ ３ 

短大・高校卒程度 事務       ４５ ４ ３ 

農業 ３ １ １ 
 

林業 ８ １ １ 
身障対象 行政 ９ ０ ０ 

 事務 １ １ １ 

機械 ５ １ １ 修士課程修了 

（試験研究機関 

研究員） 

化学 

 

    １４ 

 

１ 

 

１ 

 

獣医師 － ２０ ９ ７ 

保育士 － ８ １ １ 

保健師 － １４ ４ ４ 

看護師 － ８ ６ ６ 

理学療法士 － ４ １ １ 

一般任期付職員 職業訓練指導員 ４ ２ ２ 

 

県立看護大学教員

（助教） 
－ 
 

１ 
 

１ 
 

１ 
 

林政 
  部長 

森林文化アカデミー教員 
 

－ 
 

１１ 
 

１ 
 

１ 
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任命権者 試験・区分名 職種・科目等 受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数 

教員採用選考 小学校 ６２８ １６５ １６１ 

中学校 ５４７ １１５ １０９ 

高等学校 ６３９ ９０ ８４ 

特別支援学校   ２０６ ４９ ４７ 

養護教諭 １４２ １３ １３ 

栄養教諭 ２２ ２  ２ 

 

実習助手 ４１ ８ ８ 

資格免許職 学芸員 １４ １ １ 

教育 

  委員会 

市町村立小中学校 

    事務職員 

－ 

 

１２３ 

 

１２ 

 

１０ 

 

警察 警察官 警察官Ａ(男性) ４８９ １０７  ８７ 

警察官Ａ(女性) ７３ ４  １ 

警察官Ｂ(男性) ２８５ ４５ ４０ 

 

警察官Ｂ(女性) ５４ ３ ２ 

大学卒程度 警察行政   ６５ ７ ３ 

警察事務 ４６ ７ ５ 短大・高校卒程度 

 少年補導職員 ４２ １ １ 

採用選考 

 

柔道又は剣道の実科 

指導に従事する職 

３ 

 

２ 

 

２ 

 

  本部長 

 鑑定業務に従事する 

職 

２６ 

 

２ 

 

２ 

 

 

                                 

（注）  警察官Ａ→大学を卒業した方（見込みを含む。）を対象とした試験  
警察官Ｂ→上記Ａの学歴以外の方を対象とした試験  
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(２) 昇任の状況 

・平成２２年４月１日付け（平成２１年度途中を含む。）で昇任した職員数です。  
・各任命権者別に集計しています。  

    

区分 知事 議会 
教育委

員会 

監査委

員 

警察本

部 

人事委

員会 

国際園

芸ｱｶﾃﾞ

ﾐｰ 

森林文

化ｱｶﾃﾞ

ﾐｰ 

部長級への昇任 6          1      

次長級への昇任 14    1          1  

課長級への昇任 67    8    1        

課長補佐級への昇任 128    20    2  1  1    

主査（係長）級への昇任 148  1  17  1  6        

主任級への昇任 71    19  1  4    1    

行
政
職
等 

職長等への昇任 4                

警視への昇任         18        

警部への昇任         34        

警部補への昇任         63        

公
安
職 

巡査部長への昇任         80        

学長への昇任             1    

教授等への昇任                 

准教授への昇任               2  

講師への昇任                 

校長への昇任     87            

教
育
職 

教頭への昇任     104            

 

 

(３) 職員数の状況 

・任命権者別職員数の状況と主な増員理由です。  
                                   

職員数 

区分 平成21年 

人 

平成22年 

人 

増減数 

人 

主な増減理由 

知事 6,123 4,331 △ 1,792 組織改正、事務の見直しによる減員 

議会 28 28 0  

選挙管理委員会 4 4 0  

教育委員会 16,447 16,227 △ 220 生徒数減に伴う教員配置の見直しなどによる減員 

監査委員 23 21 △ 2 事務の見直しによる減員 

警察本部 3,860 3,858 △ 2 事務の見直しなどによる減員 

人事委員会 13 13 0  

国際園芸アカデミー 23 22 △ 1 事務の見直しによる減員 

森林文化アカデミー 24 23 △ 1 事務の見直しによる減員 

国際情報科学芸術アカデミー 10 10 0   

合計 26,555 24,537 △2,018  

(注)職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、 

   臨時又は非常勤職員を除いています。 

（各年４月１日現在） 
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２ 給与の状況 

 

(１ ) 総括  

 ①  人件費の状況（普通会計決算見込額）  

  平成 21 年度普通会計決算見込額における県の歳出額やそれに占める人件費の割合は次のとおりで

す。  

  なお、この人件費には一般行政部門の職員、小・中・高の教員、警察官等の給料、諸手当、退職手  

当などの他、知事、議員等の特別職の給料・報酬などを含んでいます。  

     

区 分 
 

住 民 基 本 台 帳 

人口 ( 2 1年度末) 
歳 出 額 

          Ａ 
実質収支 

 
人 件 費 

 Ｂ 
人件費率 

 Ｂ／Ａ 
(参考)20年度 

人件費率 
21年度 

 
人 

2,083,118 
千円 

812,811,459 
千円 

6,275,349 
千円 

234,101,596 
％ 

 28.8 
％ 

33.1 

   
   

②  職員給与費の状況（普通会計予算）  

 平成 22年度普通会計当初予算に計上された給与費の内訳と職員数は次のとおりです。職員手当に 

は、退職手当は含まれていません。  

     
給     与     費 区 分 

 

職員数 

Ａ  給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計     Ｂ 

一 人 当 た り 給 与費 

          Ｂ／Ａ 

22年度 

 

人 

26,348  

千円 

103,622,238 

千円 

18,297,408 

千円 

42,764,192 

千円 

164,683,838 

千円 

6,250 

   
   

③  特記事項  

  岐阜県の厳しい財政状況等を考慮し、特別職の報酬等及び一般職の給料を次のとおり減額していま

す。  

    ・特別職の報酬等    

区  分 措置内容 措置期間 

知 事 
給料月額の30％を減額 

期末手当の15％を減額 
平成23年3月31日まで 

副知事 
給料月額の20％を減額 

期末手当の10％を減額 
平成23年3月31日まで 

議 長 報酬月額の20％を減額 平成23年3月31日まで 

副議長 報酬月額の20％を減額 平成23年3月31日まで 

議 員 報酬月額の20％を減額 平成23年3月31日まで 

   
 

    ・一般職の給料    

区  分 措置内容 措置期間 

部 長 級 給料月額の14％を減額 平成23年3月31日まで 

次長級及び課長級 給料月額の12％を減額 平成23年3月31日まで 

課 長 補 佐 級 給料月額の７％を減額 平成23年3月31日まで 

そ の 他 の 職 員 給料月額の６％を減額 平成23年3月31日まで 
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(２ ) 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

①  職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 22年４月１日現在）  

     

②  職員の初任給の状況（平成 22年４月１日現在）  

岐 阜 県 国 
区    分 

初任給 初任給 

大 学 卒 168,072 円 172,200 円 一般行政職 

 高 校 卒 135,830 円 140,100 円 

高 校 卒 135,830 円 － 技能労務職 

 中 学 卒 125,114 円 － 

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 187,718 円 － 

小 ・ 中 学 校 教 育 職 大 学 卒 187,718 円 － 

大 学 卒 188,752 円 192,300 円 警  察  職 

 高 校 卒 158,296 円 161,500 円 

 

③  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 22年４月１日現在）  

区    分 経 験 年 数 10 年 経 験 年 数 15 年 経 験 年 数 20 年 

大 学 卒 253,447 円 296,273 円 329,851 円 一般行政職 

高 校 卒 204,769 円 244,223 円 293,485 円 

高 校 卒 （11年） 

195,050 円 

（18年） 

240,734 円 

 

244,118 円 

技能労務職 

中 学 卒 － 円 － 円 － 円 

大 学 卒 302,754 円 350,473 円 385,926 円 高等（専修） 

学校教育職 高 校 卒 （11年） 

232,897 円 

 

267,246 円 

 

314,449 円 

大 学 卒 299,674 円 344,125 円 374,714 円 小・中学校 

教育職 高 校 卒 － 円 － 円 － 円 

大 学 卒 269,370 円 314,847 円 347,982 円 警  察  職 

高 校 卒 241,192 円 284,135 円 324,869 円 

 （注） 表頭の経験年数に該当する職員が１人以下の場合は、未掲載又は近似の階層の職員の平均給料月額を記載して
います。（ ）内の数字が経験年数です。 

 ①～③は全て（１）③による減額後の額となります。 
 

一般行政職

技能労務職

     高等（専修）

     学校教育職

小・中学校

教  育  職

警  察  職

316,117円

301,198円

366,233円

359,101円

314,949円

51,127円

107,489円

42,834円

62,482円

37,370円

378,599円（42.4歳）

338,568円（50.0歳）

417,360円（43.7歳）

401,935円（43.3歳）

422,438円（39.5歳）

給　　料 職員手当

一般行政職

技能労務職

小・中学校

教  育  職

警  察  職

    高等（専修）

    学校教育職
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(３ ) 一般行政職の級別職員数等の状況 

①  一般行政職の級別職員数の状況（平成 22年４月１日現在）  

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

９級 本庁部長 
人 

   22 
 

％ 
0.4 

 

８級 本庁次長 
人 

   37 
 

％ 
0.8 
 

７級 困難な本庁課長 
人 

   48 
 

％ 
1.0 
 

６級 本庁課長等 
人 

     484 
 

％ 
9.8 
 

５級 困難な課長補佐 
人 

     499 
 

％ 
10.1 
 

４級 課長補佐等 
人 

     811 
 

％ 
16.5 
 

３級 主査等 
人 

   2,417 
 

％ 
49.2 
 

２級 主事又は技師 
人 

     240 
 

％ 
4.9 

 

１級 主事又は技師 
人 

     359 
 

％ 
7.3 
 

 （注）１  岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例に基づく給料表の級区分によ
る職員数です。  

     ２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。  

（注）  平成 18年度に級区分を 11級制から９級制に見直したため、平成 17年度の級区分は平成 18年度     

以降の級区分相当級に対応させたものです。  

級別職員構成比

１級, 7.3% １級, 9.1% １級, 9.2%

３級, 47.7%
３級, 39.6%

４級, 16.5% ４級, 16.3%
４級, 19.8%

５級, 10.1% ５級, 9.4%
５級, 9.7%

６級, 9.8% ６級, 10.1% ６級, 11.1%

２級, 7.1%
２級, 4.9%

２級, 5.1%

３級, 49.2%

７級, 1.5%７級, 1.0%７級, 1.0% ８級, 1.5%８級, 0.8%８級, 0.8%

９級, 0.5%９級, 0.5%９級, 0.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年度 平成21年度 平成17年度
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②  昇給の状況  

  この表は平成 21年度の昇給について、昇給号給数毎の職員数を示しています。  

なお、平成 21年度の昇給は昇給号給数４号給を標準として行いました。  

区      分 合 計 一般行政職 技能労務職 

高等(専修) 

 

学校教育職
 

小・中学校
 

 

教 育 職
 

警察職 

職   員   数 

（Ａ） 

人 

 23,891 

人 

  5,151 

人 

   296 

人 

  4,239 

人 

 10,764 

人 

  3,441 

昇給に係る職員数 

（Ｂ） 

人 

 20,878 

人 

  4,285 

人 

   284 

人 

  3,817 

人 

  9,561 

人 

  2,931 

１号給 265 50 0 40 75 100 

２号給 1,309 201 110 343 527 128 

３号給 796 220 3 157 321 95 

４号給 15,088 3,017 158 2,703 7,169 2,041 

５号給 16 6 1 0 0 9 

６号給 1,384 300 3 300 580 201 

７号給 1,088 290   4 147 544 103 

号給数別内訳 

８号給 932 201   5 127 345 254 

 

 

 

21 年度 

 

比    率 

Ｂ／Ａ 

％ 

 87.4 

％ 

  83.2 

％ 

  95.9 

％ 

  90.0 

％ 

  88.8 

％ 

  85.2 

（注）職員数は平成 21年４月１日現在の職員数です。  

(４ ) 職員の手当の状況 

①  期末手当・勤勉手当  

  期末手当・勤勉手当は毎年６月と１２月に支給され、期末手当は在職期間に応じ、勤勉手当は勤務  

成績に応じて支給されます。期末手当・勤勉手当の平均支給額、支給内容は次のとおりです。  

     

岐     阜     県 国 

１人当たり平均支給額（21年度）     

1,637千円 
－ 

（21年度支給割合） 

               期末手当      勤勉手当  

一般職員        2.75月分     1.40月分 

管理・監督職員   2.35月分    1.80月分 

再任用職員       1.50月分      0.70月分 

（21年度支給割合）                    

               期末手当      勤勉手当  

一般職員        2.75月分     1.40月分 

管理・監督職員   2.35月分     1.80月分   

再任用職員        1.50月分      0.70月分 

（加算措置の状況） 

 役職加算  5%～20% 

 管理加算  15%、25% 

（加算措置の状況） 

 役職加算  5%～20% 

 管理加算  10%～25% 

（注）１ 管理・監督職員とは部次長級の職員をいいます。 
       ２ 加算措置は、職制上の段階や職務の級等により基礎額に対し加算されます。 
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②  退職手当（平成 22年４月１日現在）  

退職手当は、退職時の給料月額に勤続期間及び退職理由に応じた支給率を乗じて計算された額に職

責等に応じた調整額を加算したものが支給されます。  

  退職手当の支給率、１人当たりの平均支給額は次のとおりです。  

     

岐      阜      県  
（支給率）    自己都合    定年 ・勧奨  

  勤 続 2 0 年   23.50月分    30.55月分  

勤 続 2 5 年   33.50月分    41.34月分  

  勤 続 3 5 年   47.50月分    59.28月分  

最高限度額   59.28月分    59.28月分  

 

 ○その他の加算措置   

 定年前早期退職特例措置（ 2～ 20％）  

 職責等に応じた調整額加算措置（月 0～ 50,000 円、 60 月分）  

（１人当たり平均支給額）  

自己都合： 1,383 千円  定年・勧奨： 22,070 千円  

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。 

③  地域手当（平成 22年４月１日現在）  

地域手当は、民間における地域の賃金等を考慮し、人事委員会規則で定める地域区分に応じ支給さ  

れます。  

地域手当は、給料・扶養手当・管理職手当の合計額に、勤務する地域区分の支給率を乗じた額を支  

給します。  

地域手当の支給実績、一人当たりの平均支給月額、支給対象地域は次のとおりです。  

     

支 給 実 績（22年４月） 128,754 千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（22年 4月） 11,621 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 18 ％ 20人 18 ％ 

大阪市 15 ％ 1人 15 ％ 

名古屋市 12 ％ 4人 12 ％ 

津市 6 ％ 1人 6 ％ 

岐阜・大垣・多治見・美濃加茂等 3 ％ 11,027人 3 ％ 

医師 15 ％ 26人 15 ％ 

 

④  特殊勤務手当（平成 22年４月１日現在）  

特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康、困難な業務に従事したときに支給されます。  

特殊勤務手当の支給額は次のとおりです。  

     

支 給 実 績 （ 2 2 年 ４ 月 ）  86,264千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（22 年４月）  9,015円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（22 年４月） 39.0％ 

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）  27種類 
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⑤  時間外勤務手当  

時間外勤務手当は正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられ、現に勤務した職員に対して支  

給される手当です。  

     

支 給 実 績 （ 2 2 年 ４ 月 ） 224,850千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（2 2 年４月） 38,996円 

支 給 実 績 （ 2 1 年 ４ 月 ） 316,457千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（2 1 年４月） 42,684円 

 

⑥  その他の手当（平成 22年４月１日現在）  

上記以外の手当は次のものがあります。  

     

手  当  名  内容及び支給単価  
国の制度

 

との異同
 

国の制度と
 

異なる内容
 

扶養手当  扶養親族のある職員に対し支給。  

 ・配偶者は月額 13,200円  

 ・その他の扶養親族は月額 6,500円  

 ・ 16 歳から 22 歳の子には 5,000 円加算  

異なる   配 偶 者 に か か る 手 

当について、国は 13, 

000 円を支給。  

住居手当  ①借家・借間に係る手当  

 月額 12,000円 を超える家賃を負担している職員に対

し家賃相当額に応じ月額 27,000円まで支給。  

②自宅に係る手当  月額 3,000円  

③単身赴任手当受給者の留守宅に係る手当  

 留守家族の居住する自宅の世帯主である職員  月額

1,500円  

 留 守家族の居住する借家・借間の家賃を負担する職

員  ①の 1/2 の額  

異なる   自 宅 に か か る 手 当

について、国は平成  

21 年４月より廃止。  

岐阜県は月額 3,000 円

を 支 給 （ 支 給 期 限 な

し）。  

初任給調  

整手当  

専門的知識を必要とする職員の採用を容易にするた

め新たに採用された職員に支給。  

①医師又は歯科医師の職である職員で、採用の日から 

35年以内の期間にあるもの  

・勤務地域に応じて支給  

 1種  52,500円～ 365,500円  

 2種  47,500円～ 306,000円  

 3種  37,500円～ 249,100円  

 4種  26,500円～ 183,100円（参考 :岐阜市は 2種）  

②①に掲げる職以外の職のうち、特殊な専門的知識を 

必要とし、かつ採用による欠員の補充について特別  

の事情があると認められる職員で、採用の日から５  

年以内の期間にあるもの。  

・上限 2,500 円  

同じ   

通勤手当   通勤のために要する費用を直接負担している職員に

対して支給。   

①交通機関等利用者  

 運賃相当額に応じ月額 55,000円まで  

②自動車等使用者  

２㎞以上（片道）の使用者に対して距離に応じ月額  

2,900円から月額 34,900円まで  

③新幹線・高速道路等利用者  

 異動により通勤困難となった職員に対して特急料金  

異なる   自 動 車 等 使 用 者 の

自 動 車 等 の 使 用 距 離

区 分 （ 国 は ５ ㎞ 毎 、 

岐 阜 県 は ２ ㎞ 毎 ） 及 

びその手当額。  

 

 

 



 （ 11 ） 平成 22 年９月 30 日 岐  阜  県  公  報 号 外 (1) 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 又は高速料金の 1/2 相当額を月額 20,000 円を限度と  

して加算  

  

単身赴任  

手当  

 異動等に伴い住居を移転しやむを得ず配偶者と別居

することとなり、当該異動等直前の住居から通勤する

ことが困難であるもののうち、単身で生活することを

常況とする職員に支給される。  

・基礎額  23,000円  

・加算額   職員の住居と配偶者等の住居との交通距離  

が 100 ㎞以上である職員に対して、交通距離の区分  

に応じ加算する  

同じ   

管理職手  

当  

 管理又は監督の地位にある職員に対し支給。本手当

が支給される職員には、時間外勤務手当、休日勤務手

当及び夜間勤務手当は支給されない。  

・給料表、級、区分に応じた定額  

 行政職  40,400 円～ 128,900 円  

同じ   

特地勤務  

手当  

 生活の不便な地に所在する公署に勤務する職員に支

給。  

・（給料月額＋扶養手当の月額）×支給率（ 4～ 25％） 

同じ   

へき地手  

当  

 へき地学校等に勤務する職員に支給。  

・（給料月額＋扶養手当の月額）×支給率（ 8～ 25％） 

  

定時制通  

信教育手  

当  

 定時制又は通信制課程を置く高等学校の教職員に対

し支給。  

・給料月額×支給割合（ 5%､管理職については 4%）  

  

産業教育  

手当  

 

 農 業 又 は 工 業 に 関 す る課 程 を 置 く 高 等 学 校 の 教員

で、実習を伴う農業又は工業に関する科目を主として

担任する職員に支給。  

・給料月額×支給率（ 3～ 5%）  

  

義務教育  

等教員特  

別手当  

 義務教育諸学校及び特別支援学校の小・中学部に勤

務する教育職員に支給。  

・給料表、職務の級、号給等別に定められた額  

（ 2,900 円～ 11,700 円）  

  

農林漁業  

普及指導  

手当  

 農林漁業の普及指導に従事する職員に支給。  

・給料月額×8% 

  

宿日直手  

当  

 正規の勤務時間が割り振られている時間以外の時間

又は休日等において、本来の勤務に従事しないで行う

宿日直勤務に対し支給。  

①管理当直（庁舎、設備、備品、書類等の保全、外部  

との連絡、文書の収受及び庁内の監視を目的とする  

勤務）  

・通常勤務１回につき  4,200円  

②業務当直（学生等の生活指導又は生活の介助等のた  

めの当直勤務等）  

・通常勤務１回につき  2,550 円～ 7,200 円  

同じ   

管理職員  

特別勤務  

手当  

管理職手当の支給される職員が臨時又は緊急その他

の必要によ り週休日又は休日等に勤 務した場合に支

給。  

・勤務１回につき  4,000 円～ 12,000 円  

同じ   
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夜間勤務  

手当  

 正規の勤務時間として午後 10時から翌日の午前５時

までの間に勤務した場合に、当該勤務した時間に対し

て支給。  

・勤務 1時間当たりの給与額×100分の 25×勤務時間数  

同じ   

休日勤務  

手当  

 休日及び年末年始の休日の正規の勤務時間に勤務し

た職員に対し支給。  

・勤務 1 時間当たりの給与額×100 分の 135×勤務時間  

 数  

同じ   

寒冷地手  

当  

 一定の寒冷積雪の度合の厳しい地域に勤務する職員

に対し支給。  

・ 7,360 円～ 26,380 円  

同じ   

災害派遣  

手当等  

 災害対策基本法に規定する応急対策又は災害復旧の

ために県に派遣された者が、住所又は居所を離れて県

の区域に滞在することを要する場合等に支給される。  

・期間中 1 日につき  3,970 円～ 6,620 円  

  

 

(５ ) 特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在） 

知事等の特別職の報酬等については、（１）の③のとおり減額措置を講じており、下記は減額後の

報酬等です。  

区      分
 

給 料 月 額 等
 

給

料  

知 事  

副 知 事  

938,000円  

848,000円  

報  

 

酬  

議 長  

副 議 長  

議 員  

816,000円  

736,000円  

680,000円  

知 事  

副 知 事  

（ 21年度支給割合）  

4.10 月分  

期  

末  

手  

当  

議 長  

副 議 長  

議 員  

（ 21年度支給割合）  

4.10 月分  

 

退  

職  

手  

当  

知 事  

副 知 事  

（算定方式）  

給料月額×在職月数×100分の 63 

給料月額×在職月数×100分の 45 

（支給時期） 

 

任期毎  
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
・平成 22年４月１日現在における職員（看護師等の交替制勤務職員、学校教員、警察官等を除  

く一般の事務職員）の勤務時間その他の勤務条件の概要です。  

 

(１ ) 勤務時間  
 

(1) 週休日及び勤務時間の割振り  

 

①勤務時間  

１週間当たり（週平均）４０時間、１日８時間  

８：３０～１７：１５  

 

②休憩時間  

１２：１５～１３：００  

（＊）休憩時間は、職務専念義務から完全に解放される自由な時間で、その間の給与は支給されません。 

 

③週休日  

日曜日及び土曜日  

（＊）週休日とは、勤務時間を割り振らない日をいいます。 

 

 ※ 平成 22年８月１日～ 勤務時間及び休憩時間を以下のとおりとしました。 

勤務時間 １週間当たり（週平均）３８時間４５分、１日７時間４５分 

休憩時間 １２：００～１３：００ 

 

(2) 休日  

 

①休日  

「国民の祝日に関する法律」に規定する休日  及び  年末年始の休日（１２月２９日から  

１２月３１日までの日、１月２日及び１月３日） 

（＊）休日とは、正規の勤務時間が割り振られているが、原則職務専念義務が免除される日をいいます。 

 

 

(２ ) 休暇  
 

(1) 休暇の種類  

休暇には、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇があります。  

 

(2) 年次休暇  

 

①意義及び性格  

利用目的のいかんにかかわらず保証される有給休暇  

 

②付与日数  

１年（１暦年）ごとに２０日（２０日を超えない範囲内の残日数を翌年に繰り越し可）  

（＊）年の中途における新規採用職員等の付与日数は、その年の在職期間に応じて定められます。 

 

(3) 病気休暇  

 

①意義及び性格  

負傷又は疾病のために勤務できない職員に対し、医師の証明書等に基づき、治療に専念させる

目的で勤務しないことが相当と認められる場合の有給休暇 

 

②付与期間  

   ○公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病の場合  

    その療養に必要と認められる期間  

   ○結核性疾患の場合  

    １年の範囲内においてその療養に必要と認められる期間  

   ○妊娠に起因する疾病の場合  

６月の範囲内においてその療養に必要と認められる期間  
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   ○前３号に掲げる場合以外の負傷又は疾病の場合  

９０日の範囲内においてその療養に必要と認められる期間  

 

(4) 特別休暇  

 

①意義及び性格  

職員が私生活上ないし社会生活上の事由により勤務しないことが道義上、社会慣習上真にやむ

を得ないと認められる場合の有給休暇  

 

②代表的な特別休暇と付与期間  

○結婚の場合       ７日以内  

○出産の場合       産前８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）・産後８週間以内  

○親族の死亡の場合    配偶者：１０日以内、父母：７日以内、子：５日以内  等  

○夏期休暇        ７月から９月の間に原則連続する４日（１日ごとに分割取得も可） 

○骨髄提供の場合     その都度必要と認める日又は時間  

○ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加の場合    １年に５日以内  

○官公署へ出頭の場合   その都度必要と認める時間  

 

 

(5) 介護休暇  

 

①意義及び性格  

負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある配偶者、

父母、子等の介護をするため、勤務しないことが相当と認められる場合の無給休暇  

 

②付与期間  

連続する６月の期間内において必要と認められる期間  

 

(6) 組合休暇  

 

①意義及び性格  

職員団体の執行機関、議決機関等の構成員として当該機関の業務に従事する場合の無給休暇 

 

②付与期間  

１暦年において３０日以内  

 

 

(３ ) 育児休業等 
 

(1) 育児休業  

 

①意義及び性格   

３歳に満たない子を養育する職員に対し、その身分を保有したまま、職務に従事せず育児に専

念できる制度です。給料は支給されません。  

 

②取得可能期間  

当該育児休業に係る子が３歳に達する日まで  

 

(2) 部分休業  

 

①意義及び性格   

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員に対し、１日の勤務時間の一部を勤務しな

いことを認めることにより、仕事と育児の両立を図る制度です。休業時間中給料は支給されま

せん。  

 

②取得可能期間及び時間  

期間：部分休業により養育しようとする子が小学校就学の始期に達するまで  

時間：勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えない範囲  

 

(3) 育児短時間勤務  



 （ 15 ） 平成 22 年９月 30 日 岐  阜  県  公  報 号 外 (1) 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①意義及び性格  

育児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするための環境整備を図るため、小

学校就学の始期に達するまでの子を養育する一般職の職員(非常勤職員等は対象とならない。)

が、③の勤務形態により勤務することが認められる制度です。給料は勤務時間に応じて減額さ

れます。  

 

②取得可能期間  

期間：育児短時間勤務により養育しようとする子が小学校就学の始期に達するまで  

 

  ③勤務形態（ 4 種類）  

    ・月～金に各４時間（週２０時間）  

    ・月～金に各５時間（週２５時間）  

    ・月～金のうちの３日を各８時間（週２４時間）  

    ・月～金のうちの２日を各８時間＋１日を４時間（週２０時間） 

 

 ※ 平成 22年８月１日～ 勤務形態を以下のとおりとしました。 

    ・月～金に各３時間５５分（週１９時間３５分）  

    ・月～金に各４時間５５分（週２４時間３５分）  

    ・月～金のうちの３日を各７時間４５分（週２３時間１５分）  

    ・月～金のうちの２日を各７時間４５分＋１日を３時間５５分（週１９時間２５分）  

 

 

(４ ) 修学部分休業 
 

①意義及び性格   

大学等での修学のため、公務の運営に支障がなく、職員の公務に関する能力の向上に資する場

合に認められる制度です。 

 

②取得可能期間及び時間  

期間：２年以内  

時間：勤務時間の半分まで（週２０時間以内）  

 

 ※ 平成 22年８月１日～ 取得可能期間及び時間を以下のとおりとしました。 

    期間：２年を超えない期間  

    時間：１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で必要とされる時間  

 



 号 外 (1)  岐  阜  県  公  報  平成 22 年９月 30 日  （ 16 ） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

４ 分限及び懲戒処分の状況 

 

 平成２１年４月から平成２２年３月までの間に、分限及び懲戒処分を受けた職員数、処分

の内容等について集計を行いました。  

   

(１) 分限処分 

 ①処分事由別分限処分者数                                      （単位：人） 

      区   分 降 任 免 職 休 職 降 給 合  計 失 職 

勤務実績が良くない場合 (地方公

務員法(以下｢法｣)第 28 条第 1 項第 1 号) 
      

心身の故障の場合         (法第 

28条第1項第2号及び第2項第1号) 
  

 

３６９ 
 

 

３６９ 
 

職に必要な適格性を欠く場合 

(法第28条第1項第3号) 
 

 

２ 
  

 

２ 
 

職制等の改廃等により過員等を生

じた場合  (法第28条第1項第4号) 
      

刑事事件に関し起訴された場合 

(法第 28 条第 2 項第 2 号) 
      

条例に定める事由による場合 

(法第 27 条第 2 項) 
      

合   計 

 
 

 

２ 

 

３６９ 
 

 

３７１ 
 

法第 28 条第 4 項により失職した者 

 
      

    

     ②休職者数                                             （単位：人） 

      

 

 
区   分 

当該年度中に新たな処分又は期間更新が 
行われ､休職状態にあった者の実数 

当該年度前に処分を受け､当該年度に引 
き続き休職状態にあった者の実数 

 

合 計 

心身の故障の場合 

(法第28条第2項第1号) 

 
１５９ 

 
５ 

 
１６４ 

刑事事件に関し起訴された場合 

(法第28条第2項第2号) 
   

条例で定める事由による場合 

(法第27条第2項) 
   

合  計  
 

 
１５９ 

 
５ 

 
１６４ 
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(２) 懲戒処分 

 ①処分事由別懲戒処分者数                                      （単位：人） 

      区   分 戒 告 減 給 停 職 免 職 合  計 訓告等 

法令に違反した場合 

(法第29条第1項第1号) 

 

３ 

 

１ 

 

２ 
 

 

６ 

 

１６７ 

職務上の義務に違反し又は職務を 

怠った場合(法第29条第1項第2号) 

 

２ 

 

２ 

 

１ 

 

１ 

 

６ 

 

３３ 

全体の奉仕者にふさわしくない非

行のあった場合 

(法第29条第1項第3号) 

  

 

 

２ 

 

 

 

２ 

 

 

１４ 

合   計 

 

 

５ 

 

３ 

 

５ 

 

１ 

 

１４ 

 

２１４ 

    

     ②行為別懲戒処分者数                                        （単位：人） 

区   分 戒 告 減 給 停 職 免 職 合  計 訓告等 

給与・任用関係 

 
     

 

４ 

一般服務違反関係 

 

 

４ 

 

３ 

 

２ 

 

１ 

 

１０ 

 

２０ 

一般非行関係 

 
  

    

２ 
 
 

２ 

 

９ 

収賄等関係 

 

 

      

道交法違反 

 

 

１ 
 
 

１ 
 
 

２ 

 

１６７ 

道交法違反 

 
     

 

１４ 

合   計 

 

 

５ 

 

３ 

 

５ 

 

１ 

 

１４ 

 

２１４ 

    

    

※知事部局、教育委員会及び公安委員会等を合わせて集計しています。 

※同一の者が複数回にわたって分限処分または懲戒処分に付された場合は、その数を重複

して集計しています。 

※休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度新たな処分が行われた

ものとみなして集計しています。 
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５ 職員の服務の状況 

 職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力を挙

げてこれに専念しなければならないこととされています。この趣旨を具体的に実現するため、地方公務

員法や教育公務員特例法によって、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、

職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企

業等の従事制限など、民間企業の労働者とは異なる服務上の強い制約が課されています。 

 これらの服務規律を保持するため、懲戒制度が設けられており、その懲戒処分の状況は、４（２）の

とおりです。 

 また、市町村立学校に勤務する教職員（県費負担教職員）については、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律により、市町村教育委員会がその服務を監督すると定められています。 

 さらに、岐阜県職員服務規程、岐阜県職員倫理規程及び岐阜県職員倫理憲章を制定し、職員が常に認

識しておかなければならない基本的な心構えや職員が遵守すべき倫理行動基準を定めるとともに、職員

の職務に利害関係がある事業者及び個人との接触に当たっての禁止事項等を定めています。 

 なお、教育委員会、警察本部においても同様の規程を制定しています。  

 

６ 研修及び勤務成績の評定の状況 
（１） 任命権者別の研修の概要 

  平成 21 年度の任命権者別の研修の概要は次のとおりです。 

 ① 知事、議会、選挙管理委員会、監査委員、人事委員会、国際園芸アカデミー、森林文化アカデミー、

国際情報科学芸術アカデミー 

      職員研修所研修 

        職員研修機関である職員研修所が実施する幅広い研修 

      所属機関研修 

        職務研修 

         全庁で実施される業務に関連した高度で専門的な知識・技能の習得や、効率的・能

率的な業務処理の向上等を図るために、全庁の担当職員等を対象に担当部局が実施

する研修 

        部局研修 

         部局における業務に関連した高度で専門的な知識・技能の習得や、効率的・能率的

な業務処理の向上等を図るために、各部局内の担当職員等を対象に実施する研修 

        職場研修 

         各職場における業務の遂行過程を通して、職務上必要な知識、技能等の習得や県職

員としての資質形成等を図るために、職員が勤務している職場内において実施する

研修 

        派遣研修 

          国、民間企業、大学院、海外等に派遣して、幅広い能力開発を図るための研修 

 ② 教育委員会 

      総合教育センター研修 

        職員研修機関である総合教育センターが実施する幅広い研修（経験年数や職務に応じ

た研修、専門研修等） 

      派遣研修 

        独立行政法人教員研修センター、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所、民間企

業、海外教育機関等に派遣して、資質や専門性の向上を図る研修 

      校内研修 

        各学校が学校の中で抱えているそれぞれの課題に対応した内容で独自のカリキュラ

ムを策定して実施する研修 

 ③ 警察本部 

      学校教養 

        岐阜県警察学校、管区警察学校、警察大学校その他の教育機関において行う教養訓練 

      職場教養 

        警察職員が職務を執行しながら修得すべき内容について、日常的に職場において行う

教養訓練 
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                                 （２） 研修・教育機関における研修の実施状況 

    平成 21年度の研修・教育機関における研修の実施状況は次のとおりです。 
    岐阜県職員研修所 

課程 講座数 修了者数 

階層別研修（各階層への昇任時等に実施
する研修） 

12 828 

特別研修（能力の開発向上を目指した研
修等） 

22 529 

     岐阜県総合教育センター 

課程 講座数 修了者数 

経験年数に応じた講座 29 1,997 

職務に応じた講座 13 538 

専門研修（専門性を高める講座、情報教
育関連講座、体験学習関連講座）  

155 3,612 

特別講座（講演会、フォーラム等） 2 222 

    岐阜県警察学校等 

実施機関 課程 修了者数 

初任科 165 

初任補修科 128 

巡査部長任用科 21 

警部補任用科 12 

部門別任用科 75 

専科 630 

岐阜県警察学校 

一般職員初任科 17 

巡査部長任用科 90 

警部補任用科 55 

警部任用科 1 

専科 34 

主任任用科 12 

管区警察学校 

係長任用科 6 

警部任用科 21 

専科 36 

指定職種任用科 6 

教官養成科 5 

術科指導者養成科 - 

研究科 2 

警察運営科 11 

警察大学校 

課長補佐任用科 4 

特別捜査幹部科 - 特別捜査幹部研修

所 捜査幹部養成科 1 

捜査実務研修科 2 
国際警察センター 

語学研修科 4 
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(３) 勤務成績の評定 

 
  知事部局においては、地方公務員法第４０条第１項（勤務成績の評定）の規定に基づき、 
「岐阜県職員勤務評定実施要綱」を制定し、職員の勤務評定を昭和４７年から実施しています。 
  教育委員会、公安委員会においても実施要綱を制定し、知事部局とほぼ同様の勤務評定  
をそれぞれ実施しています。  

 
 勤務評定の概要 
  ○評定基準日 毎年１０月１日 
 
  ○被評定者  知事部局及び労働委員会の事務局に常時勤務する課長補佐級以下の職員 
 
  ○評定者      所属ごとに評定者を区分 
 
 
 
 
 
 
  ○評定区分  職員を職区分ごとに分類して評定（「課長補佐相当職、主査相当職、主任相当職、課長補佐・主

査・主任以外の職、技能職員等」５区分に分類） 
  ○評定基準  それぞれの職区分ごとに必要とされる要素を設定 

 
 

【例】本庁課（主任級）の場合 
   第一次評定者  担当総括 
   最終評定者   課長 

 

【例】課長補佐級の評定要素 
  ・県政の方針の理解度 
  ・実績（「課題の解決」「指示事項や主体的な取組事項に対する達成 
   度」「経営感覚・業務改善」「スピード」「正確性」「計画性・合理性」） 
  ・能力（「統率力・指導力」「情報収集・折衝力」「企画力・立案力」 
   「判断力」） 
  ・態度（「積極性」「責任感」） 
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７ 福祉及び利益の保護の状況について 

(１) 公務災害の認定状況 
    公務に起因する災害及び通勤災害について、平成 21年度において以下のとおり認定しました。 
    なお、補償については、職員は地方公務員災害補償基金が行い、条例職員（県議会議員、その他

の非常勤職員）については、県が行っています。 

    
区     分 職  員 条例職員 

知事 35 3 

議会 0 0 

選挙管理委員会 0 0 

教育委員会 121 0 

監査委員 0 1 

警察本部 63 0 

人事委員会 0 0 

国際園芸アカデミー 0 0 

森林文化アカデミー 0 0 

国際情報科学芸術アカデミー 0 0 

合     計 219 4 

 

単位：人 

(２) 健康管理事業の実施状況 
    労働安全衛生法に基づき職員（非常勤職員を含む）の定期健康診断を実施するとともに、結核予

防法に基づく健康診断及び法令に定める特殊業務（有害要因を取り扱う業務等）に従事する職員に
対して所定の健康診断を実施しました。 

    なお、平成５年度から、30歳以上の希望職員に対して人間ドックを定期健康診断に位置づけて実
施しています。                                      

区     分 
一般定期 

健康診断 
人間ドック 

結核精密 

健康診断 

特殊業務従事 

者健康診断 

知事 3,159 3,743 0 2,375 
議会 6 22 0 0 

選挙管理委員会 2 2 0 0 

教育委員会 2,422 3,613 3 0 

監査委員 6 18 0 0 

警察本部 1,465 2,382 0 1,289 

人事委員会 4 9 0 0 

国際園芸アカデミー 9 16 0 0 

森林文化アカデミー 12 14 0 0 

国際情報科学芸術アカデミー 2 8 0 0 

合     計 7,087 9,827 3 3,664 

 
(３) 恩給及び退隠料支出の状況 
    昭和 37 年の共済組合制度発足前に退職した職員及び遺族に対して、恩給（国任命職員）及び退

隠料（県任命職員）を支給しました。                           

単位：人 

区     分 恩給 
恩給 
扶助料 

退隠料 
退隠料 
遺族扶助料 

知事 3 41 3 11 
教育委員会 47 174 3 7 

警察本部 45 145 0 0 

合     計 95 360 6 18 

 
(４) 利益の保護の状況 
    職員の利益については、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分についての不服

申立て制度によって保護されています。 
 
   ① 勤務条件に関する措置の要求 
     勤務条件に関する措置の要求制度は、職員が、勤務条件の改善を図るため、適当な措

置が執られるよう、人事委員会に対して要求できる制度です。 
     なお、実際に職員から措置要求があった場合、人事委員会はその内容を審査し、必要

な勧告を行うほか、あっせん等により問題の解決を図ります。 
 
   ② 不利益処分に関する不服申立て 
     不利益処分に関する不服申立て制度は、職員が、懲戒その他その意に反する不利益な

処分を受けた場合に、人事委員会に対してその処分の是正を要求できる制度です。 
     なお、実際に職員から不服申立てがあった場合、人事委員会はその内容を審査し、処

分の修正、取消し、あるいは、承認を行います。 

単位：人 
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二 人事委員会の業務の状況 

 

１ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

 

（１）職員の給与に関する報告及び給与改定に関する勧告（平成 21年 10月） 

 ① 給与勧告の骨子 

     ○月例給 民間従業員の給与が職員の給与を下回る較差（▲0.15％）を解消するため引下げ改定 
   ○特別給 期末・勤勉手当（ボーナス）の引下げ（▲0.35 月分） 
     
 ② 民間給与との比較  

月例給 
 民間給与が職員給与（行政職）を１人当たり平均 579円（0.15％）下回っていた。 
＜調査結果＞ 

民間の給与(A) 職員の給与(B) 較 差(A)-(B) 
減額措置前 

378,001 円 
 

▲ 579円（▲0.15％） 
377,422円 

(参考)減額措置後 

364,090 円 
 

13,332 円（  3.66％） 

 

特別給 
 

※減額措置…岐阜県職員の給与の特例に関する条例（平成 21年岐阜県条例第 42号）に
よる減額措置 

民間のボーナス支給月数（年間4.14月）は、職員の期末・勤勉手当（ボーナス）の支給

月数（年間4.50月）を0.36月下回っていた。 

＜調査結果＞ 

民間の支給割合(A) 4.14 月 
職員の支給月数(B) 4.50 月 
差 (A)-(B) ▲0.36 月 

③ 改定内容 

給料表 
  ア 給料表の水準引下げ 
     ・国家公務員の俸給表の改定に準じて引下げ改定 

     ・若年層（１級～３級の一部）は引下げなし 

     ・医療職給料表（一）は引下げなし 

 イ 現給保障額の引下げ 

     ・給与構造改革の給料水準引下げに伴う経過措置額の算定基礎となる額〔現給保障額〕

を引下げ 

諸手当 
  期末手当・勤勉手当 民間の支給割合に見合うよう、0.35 月分引下げ 4.15月分とする。 

実施時期等 
 
 ・速やかに実施 

 ・平成 22年度以降の期末・勤勉手当の改定は、平成 22年４月１日から実施 

 ・平成 21 年４月からこの改定の実施の日の前日までの期間に係る公民較差相当分を 12 月期の

期末手当の額で減額調整 
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（２）公務運営の改善等に関する報告（平成 21年 10月） 

   ○人材の確保と活用 

    ①多彩で有為な人材の確保 ②人事評価制度の整備 ③女性職員の積極的な登用 

    ④高齢期の雇用の確保 

   ○勤務環境の整備 

    ①家庭生活と職業生活の両立支援 ②時間外勤務の縮減 ③職員の健康管理 

   ○職員の勤務時間 

       １日当たり 15分の勤務時間の短縮について、任命権者において実施に向けた検討を行うことが必要 

④ 給与構造改革 

  ・地域手当（平成 22年度完成） 

  ・勤務実績の給与への反映 
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２ 職員の競争試験及び選考の状況 

（１）競争試験の状況（平成 21年度） 

 

試験 

区分 

実施月日 

（２次試験） 

確定 

年月日 

職   種 申込者数 受験者数 

（A） 

第１次合格 第２次受験 最終合格者 

（B） 

採用見込数 競争率 

（A/B） 

行 政   427（ 138）  329（ 103）  53（  13）   45（  10）  18（   8） 15 人程度 18.3 

行政（福祉）    33（  23）   20（  15）    6（   5）    6（   5）   2（   2） 若干人 10.0 

警 察  行 政    87（  37）   65（  28）   19（  10）   18（   9）   6（   5） 5 人程度 10.8 

農 学    20（   7）   18（   5）    3（   1）    3（   1）   1（   0） 若干人 18.0 

森 林 科 学    18（   3）   13（   1）    3（   0）    3（   0）   2（   0） 若干人 6.5 

土 木    26（   1）   23（   1）    9（   1）    8（   1）   4（   1） 若干人 5.8 

建 築    15（   5）   14（   5）    6（   3）    6（   3）   2（   0） 若干人 7.0 

農 業 土 木     9（   2）    6（   0）    2（   0）    0（   0）   0（   0） 若干人 － 

電 気    18（   1）   11（   1）    3（   0）    3（   0）   1（   0） 若干人 11.0 

6/28 

(7/21～ 

      7/30) 

8/20 

機 械    11（   0）    9（   0）    2（   0）    2（   0）   1（   0） 若干人 9.0 

大

学

卒

程

度 

          計   664（ 217）  508（ 159） 106（ 33）   94（  29） 37（  16） － 13.7 

機 械     7（   1）    5（   1）    2（   0）    2（   0）   1（   0） 若干人 5.0 6/28 

(7/31) 
8/20 

化 学   19（   8）  14（   7）    3（   0）    3（   0）   1（   0） 若干人 14.0 
修 

士 
          計  26（   9）   19（   8）    5（   0）    5（   0）   2（   0） － 9.5 

6/28(7/23,24) 8/20 薬 剤 師    10（   2）    9（   1） 6（   1）    5（   1）   5（   1） 5 人程度 1.8 

臨床検査技師    10（   2）   10（   2）     （    ）     （    ）    （    ）   

診療放射線技師    10（   2）   10（   2）     （    ）     （    ）    （    ）   

臨床工学技士    10（   2）   10（   2）     （    ）     （    ）    （    ）   

司 書    10（   2）   10（   2）     （    ）     （    ）    （    ）   

  

栄 養 士    10（   2）   10（   2）     （    ）     （    ）    （    ）   

資

格

免

許

職 

          計    10（   2）    9（   1） 6（   1）    5（   1）   5（   1） － 1.8 

事 務    50（  31）   45（  28）   14（   9）   14（   9）   4（   3） 若干人 11.3 

警察   事務    50（  32）   46（  30）   17（  12）   17（  12）   7（   7） 若干人 6.6 

農 業     4（   2）    3（   2）    2（   1）    2（   1）   1（   1） 若干人 3.0 

9/27 

(10/29～30) 

11/25 

林 業     8（   1）    8（   1）    3（   0）    3（   0）   1（   0） 若干人 8.0 

短

高

卒 
          計   112（  66）  102（  61）   36（  22）   36（  22）  13（  11） － 7.8 

警察官ＡⅠ(男性)   214（    ）  173（    ） 136（    ）  113（    ）  47（    ） 35 人程度 3.7 

警察官ＡⅡ(男性)   410（    ）  316（    ） 244（    ）  201（    ）  60（    ） 60 人程度 5.3 

5/10 

(6/22～  

  7/1) 

7/23 

警察官Ａ(女性）  119（ 119）   73（  73）   19（  19）   14（  14）   4（   4） 若干人 18.3 

警察官Ｂ(男性)   391（    ）  285（    ） 192（    ）  168（    ）  45（    ） 50 人程度 6.3 9/20 

(10/19～28) 
11/25 

警察官Ｂ（女性）   81（  81）   54（  54）  11（  11）    9（   9）   3（   3） 若干人 18.0 

警

察

官 

          計 1,215（ 200）  901（ 127） 602（  30）  505（  23） 159（   7） － 5.7 

少年 

補導 

9/27 

(10/30) 少年補導職員    53（  22）   42（  20）    4（   2）    3（   1）   1（   1） 若干人 42.0 

学校 

事務 

9/27 

(11/2) 

11/25 

小中学校事務職員   155（  95）  123（  75）   34（  26）   27（  22）  12（  12） 10 人程度 10.3 

6/28 

(7/31) 8/20 行 政     9（   3）    9（   3）    4（   1）    2（   1）   0（   0） 若干人 － 
身

障

対

象 

9/27 

(10/29) 11/25 事 務     3（   2）    1（   1）    1（   1）    1（   1）   1（   1） 若干人 1.0 

合   計 2,247（ 616）1,714（ 455） 798（ 116） 678( 100) 230（  49） － 7.5 

 注：（ ）内は、女性で内数 
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（２）採用選考の状況（平成 21年度） 

 
知   事 教   委 警   察 計 

部 長 相 当 職     

次 長 相 当 職   １     １ 

課 長 相 当 職   ３ ［11］    ［15］    ３  ［26］ 

課 長 補 佐 相 当   ６ ［16］    ［34］      ［1］   ６  ［51］ 

係長相当職（７条５の２号、８号及び９号以外）    ４ ［24］    ［13］   １ ［1］   ５  ［38］ 

主 任 相 当 職   １ ［14］     ［2］    １  ［16］ 

主事・技師（７条５の２号、８号及び９号以外）       ［4］   ［4］ 

実 科 指 導 員     ２   ２   

獣 医 師   ７     ７ 

保 育 士   １     １ 

学 芸 員    １    １ 

鑑 定 業 務 に 従 事 す る 職     ２   ２ 

警 視     ３   ３ 

警 部     ６   ６ 

警 部 補     ５   ５ 

巡 査 部 長     ３   ３ 

巡            査     ５   ５ 

計  ２３ ［69］  １ ［64］  ２７ ［２］  ５１ ［135］ 

 （注）・この表には、任用規則第 47 条の規定に基づき任命権者へ選考の権限を委任したものは含まれ
ておりません。 

・[ ]内の数字は、異種の職への異動で外数です。 

任命権者 
職又は職種 

（３）昇任選考の状況（平成 21年度） 

 
知   事 教   委 警   察 計 

部 長 相 当 職 ７ １  ８ 
次 長 相 当 職 １５ １  １６ 
課 長 相 当 職 １００ ６  １０６ 
課 長 補 佐 相 当     
係 長 相 当 職     
主 任 相 当 職     
主 事 相 当 職     
警 視   １７ １７ 
警 部   ５ ５ 
警 部 補   ８ ８ 

計 １２２ ８ ３０ １６０ 
 

任命権者 
職又は職種 

（注）・この表には、任用規則第 47条の規定に基づき任命権者へ選考の権限を委任したものは含まれ

ておりません。 

３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 平 成 20年 度 末 の 

係 属 件 数 
平 成 21年 度 中 の 

新 規 申 立て 件数 
平 成 21年 度 中 の 

処 理 件 数 
平 成 22年 度 へ の 

繰 越 件 数 
不服申立て １，９１７ １ ８    １，９１０ 
 

 平 成 20年 度 末 の 

係 属 件 数 

平 成 21年 度 中 の 

新 規 要 求 件 数 

平 成 21年 度 中 の 

処 理 件 数 

平 成 22年 度 へ の 

繰 越 件 数 

措置要求 ０ ０ ０ ０ 

 

４ 不利益処分についての不服申立ての状況 
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